
平成30年度障害福祉サービスに係る法改正について
平成30年度報酬改定（計画相談⽀援）について
運営⽀援費（横浜市独⾃）の運⽤について

平成30年３⽉16⽇（⾦） 集団指導資配布版

横浜市健康福祉局障害福祉課



30年度法改正による今後の対応
■制度改正及び報酬改定等の事業所説明会
障害福祉サービス等制度改正及び報酬改定に係る事業者説明会
平成30年４⽉４⽇（⽔）〜６⽇（⾦） 申込締切 ３⽉26⽇

■30年度指定特定相談及び指定障害児相談⽀援事業
集団指導（予定）
平成30年７⽉２⽇（⽉）

新サービスの指定等については障害福祉情報サービスかながわ等に掲載される
最新情報を参照してください。











報酬単価 29年度と30年度の⽐較

サービス利⽤⽀援（計画作成） 1,611単位（17,270円）
継続サービス利⽤⽀援（モニタリング） 1,310単位（14,043円）

級地区分 ３級地 １単位 10.72円

29年度

サービス利⽤⽀援（計画作成） 1,611単位（17,656円）
※新サービス等を含む場合は 1,458単位（15,979円）

継続サービス利⽤⽀援（モニタリング） 1,310単位（14,357円）
※新サービス等を含む場合は 1,207単位（13,228円）

級地区分 ２級地 １単位 10.96円
31年度からはすべて1,458単位、1,207単位

30年度

【参考】29年度までの算定イメージ
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毎月Ver

３か月Ver

６か月Ver

改定前 4月 5月 6月 7月 8月

計画　１回　モ　11回

3月 合計

実施内容 モ モ モ モ モ モ モ

9月 10月 11月 12月 1月 2月

1,310 1,310 1,310 1,310

モ モ モ モ モ計

14,043 14,043 14,043 14,043 17,270 171,745

1,611 16,021

（金額） 14,043 14,043 14,043 14,043 14,043 14,043 14,043

1,310 1,310 1,310 1,310 1,310 1,310（単位） 1,310

計画　１回　モ　３回

3月 合計

実施内容 モ モ

9月 10月 11月 12月 1月 2月改定前 4月 5月 6月 7月 8月

1,310

モ モ計

14,043 17,270 59,400

1,611 5,541

（金額） 14,043 14,043

1,310 1,310（単位）

計画１回　モ　１回

3月 合計

実施内容 モ

9月 10月 11月 12月 1月 2月改定前 4月 5月 6月 7月 8月

モ計

17,270 31,313

1,611 2,921

（金額） 14,043

1,310（単位）

（設定）モニタリング頻度は、毎⽉、３か⽉に１回、６か⽉に１回で試算
（年間報酬額）
毎⽉ 171,745円 ３か⽉ 59,400円 ６か⽉ 31,313円



【参考】30年度からの算定イメージ

毎月Ver

3月 合計

実施内容 モ モ モ モ モ

8月 9月 10月 11月 12月 1月改定前 4月 5月 6月 7月

モ計 計画　１回　モ　11回モ モ モ モ モ モ

モニタ モニタモニタ モニタ モニタ モニタ モニタ モニタモニタ モニタ モニタ

1,310 1,310 1,310 1,310 1,3101,310 1,310 1,310 1,310 1,310 1,310

100 100 100 100 100 100モニタリング加算 100 100 100 100 100

100 100100

医療・保育・教育加算

1,410 1,410 1,510単位小計 1,410 1,410 1,510

15,45415,454 16,550 15,454 15,454 16,550 15,454

1,410 1,410

（金額） 15,454 15,454 16,550 15,454

1,410 1,410 1,510

担会 担会担会

2月

1,911 17,721

加算

20,945 194,222

サービス担当者会議実施加算 100 400

100 1,200

100 100

モニタ

医療

報酬単位 1,611 16,021

担会

【サービス提供時モニタリン
グ加算】
計画に位置付けたサービス提
供事業所⼜はサービス提供場
所を訪問し、提供場⾯を直接
確認のうえ、記録を作成した
場合に算定

100単位/回

【サービス担当者会議実施加算】
モニタリング時に、居宅等を訪問
し⾯接することに加えて、サービ
ス担当者会議を開催し、実施状況
の説明を⾏い、参加者からの意⾒
を求め、検討を⾏った場合に算定

100単位/回

【医療・保育・教育機関等連携
加算】
２つの算定要件を満たしている
こと

100単位/回

（年間報酬額） 毎⽉の場合 194,222円（29年度171,745円）

【参考】30年度からの積算イメージ（３か⽉）
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【留意点】
モニタリング実施加算（100単位/⽉）は、モニタリング実

施⽉以外にも算定、請求が可能です。
３か月Ver

改定前 4月 5月 6月 7月 8月

モ モ

9月 10月 11月

計画　１回　モ　３回モ モ計

3月 合計12月 1月 2月

実施内容

担会

モニタ モニタ モニタ モニタ

担会

モニタ モニタ モニタ モニタリング加算　３回単独

1,310 1,611 5,541

医療

報酬単位 1,310 1,310

加算

700

100 200

モニタリング加算 100 100 100 100

100サービス担当者会議実施加算

100 100 100

1,410 100 1,911 6,541

100 100

単位小計 100 1,410 1,510 100

医療・保育・教育加算

20,945 71,68916,550 1,096 15,454 1,096（金額） 1,096 15,454

モニタリング実施月以外に、サービス提供事
業所等に訪問し、サービス提供場面等を確認し、
記録した場合に算定し、単独での請求が可能
（月39件まで）

上記の例 ３か⽉
年間報酬額 71,689円
（29年度 59,400円）



30年度報酬改定による影響
★29年度と⽐較して、約18％増
（設定）相談⽀援専⾨員⼀⼈が45⼈⼜は55⼈担当した場合の報酬積算

モニタリング頻度は、毎⽉、３か⽉に１回、６か⽉に１回で試算
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（１）29年度単価での報酬積算（年額） 単位：円

10 人 × 円 計 15 人 × 円 計

20 人 × 円 計 20 人 × 円 計

15 人 × 円 計 20 人 × 円 計

（２）30年度単価での報酬積算（年額）

10 人 × 円 計 15 人 × 円 計

20 人 × 円 計 20 人 × 円 計

15 人 × 円 計 20 人 × 円 計

59,400

31,313

年間報酬額 3,375,145

1,188,000

469,695

３か月に１回

半年に１回

2,576,175

1,188,000

626,260

171,745

59,400

31,313

モニタリング頻度

毎月

45人を担当した場合

1,717,450

55人を担当した場合

171,745

4,390 ,435

モニタリング頻度 45人を担当した場合 55人を担当した場合

毎月 194,222 1,942,220 194,222 2,913,330

年間報酬額 4,020,610 5,206 ,590

３か月に１回 71,689 1,433,780 71,689 1,433,780

半年に１回 42,974 644,610 42,974 859,480

29年度報酬年額から30年度報酬額（報酬改定の影響）

119.1%

118.6%

担当件数 29年度 30年度

3,375,125

4,390,415

4,020,610

5,206,590

45人

55人

上昇率

特定事業所加算（30年度以降）
• ⽀援困難ケースへの積極的な対応を⾏うほか、専⾨性の⾼い⼈材を確
保し、質の⾼いマネジメントを実施している事業所を評価し、地域全
体のマネジメントの質の向上に資することを⽬的としています。

• 特定事業所加算の算定には、加算の種類により次の①から⑥の６つの
要件をすべて満たす必要があります。要件を満たす場合には、横浜市
に⼿続きを⾏うことが必要です。
特定事業所加算（Ⅰ） 500単位/⽉ （Ⅱ） 400単位/⽉

（Ⅲ） 300単位/⽉ （Ⅳ） 150単位/⽉
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① 常勤かつ専従の相談⽀援専⾨員を〇名以上配置（（Ⅰ）（Ⅱ）は４⼈、（Ⅲ）は３⼈、（Ⅳ）
は２⼈）。（うち、１名は兼務が可能）そのうち、相談⽀援従事者現任研修を修了した相談⽀
援専⾨員を１名以上配置

② 利⽤者に関する情報⼜はサービス提供に当たっての留意事項に係る伝達等を⽬的とした会議を
定期的に開催

③ ⼆⼗四時間連絡体制を確保し、かつ、必要に応じて利⽤者等の相談に対応する体制を確保
④ 新たに採⽤する全ての相談⽀援専⾨員に対し、現任研修を受けた相談⽀援専⾨員（（Ⅰ）の場
合は主任相談⽀援専⾨員）の同⾏による研修を実施

⑤ 基幹相談⽀援センター、委託相談⽀援事業所⼜は協議会から⽀援が困難な事例を紹介された場
合においても、当該事例に係る者に相談⽀援を提供

⑥ 基幹相談⽀援センター等が実施する事例検討会等に参加
⑦ 計画作成及びモニタリングを実施する件数が１⽉において相談⽀援専⾨員⼀⼈あたり40件未満



特定事業所加算（Ⅲ）300単位/⽉
〇要件
常勤かつ専従の相談⽀援専⾨員が３名必要

（うち１名は業務に⽀障が無い範囲で、同⼀敷地内の他の事
業との兼務が可能）
さらに前ページの②から⑦を満たしていること
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特定事業所加算（Ⅳ）150単位/⽉
〇要件
常勤かつ専従の相談⽀援専⾨員が２名必要
（うち１名は業務に⽀障が無い範囲で、同⼀敷地内の他の

事業との兼務が可能）※注意
さらに前ページの②、④〜⑦を満たしていること

特定事業所加算取得による積算
（設定）相談⽀援専⾨員⼀⼈が45⼈⼜は55⼈担当した場合の報酬積算

モニタリング頻度は、毎⽉、３か⽉に１回、６か⽉に１回で試算
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（３）特定事業所加算（Ⅲ）を取得した場合 常勤・専従の相談員を３人配置　その他要件あり

10 人 × 円 計 15 人 × 円 計

20 人 × 円 計 20 人 × 円 計

15 人 × 円 計 20 人 × 円 計

（４）特定事業所加算（Ⅳ：時限的）を取得した場合 常勤・専従の相談員を２人配置　その他要件あり

10 人 × 円 計 15 人 × 円 計

20 人 × 円 計 20 人 × 円 計

15 人 × 円 計 20 人 × 円 計

モニタリング頻度 45人を担当した場合 55人を担当した場合

毎月 233,678 2,336,780 233,678 3,505,170

３か月に１回 84,841 1,696,820 84,841 1,696,820

モニタリング頻度 45人を担当した場合 55人を担当した場合

毎月 213,950 2,139,500 213,950 3,209,250

半年に１回 47,358 710,370 47,358 947,160

年間報酬額 4,743,970 6,149,150

年間報酬額 4,365,850 5,655,950

３か月に１回 78,265 1,565,300 78,265 1,565,300

半年に１回 44,070 661,050 44,070 881,400

29年度 ５５人を担当
特定加算無し

年間報酬額 4,390,415円

30年度 ５５人を担当
特定加算なし 5,206,590円
特定加算（Ⅳ） 5,655,950円

（Ⅲ） 6,149,150円



横浜市における積算の考え⽅
45⼈、55⼈の考え⽅
○45⼈の場合の動き 年間230回程度

毎⽉ 10⼈ 計画⼜はモニタが年120回
３か⽉20⼈ 計画⼜はモニタが年80回
６か⽉15⼈ 計画⼜はモニタが年30回

○55⼈の場合の動き 年間300回程度
毎⽉ 15⼈ 年180回
３か⽉20⼈ 年80回
６か⽉20⼈ 年40回

介護保険のケアマネジャー
一人35件 毎月給付管理

35×12 ＝420回

横浜市における積算の考え⽅
３か⽉に１回で設定した場合(特定加算なし）

（年間報酬額単価 ⼀⼈ 71,689円）

○45⼈の場合の動き 年間報酬額（概算）

45⼈×４ 年間 180回 3,226,005円
○55⼈の場合の動き

55⼈×４ 年間 220回 3,942,895円
○65⼈の場合の動き

65⼈×４ 年間 260回 4,659,785円
特定事業所加算を取得しなければ事業運営が成り⽴たない状況には
変わらない



横浜市独⾃の⽀援策（30年度限定）
※予算審議中

★運営⽀援費の導⼊による体制整備⽀援
計画相談⽀援を実施する事業所が特定事業所加算を取得で
きるよう、30年度に常勤・専従の相談員を増員した場合に市
単独補助を予定

補助額 増員した相談⽀援専⾨員⼀⼈あたり
90万円（年）

（予算額 40⼈分 3,600万円）

23

運営⽀援費 要件 ※別途補助要綱をお⽰しします

★次のいずれも満たしていることが必要
①平成30年度中に常勤専従の相談⽀援専⾨員を２名以上配置し、
特定事業所加算（Ⅲ）取得を⽬指す⼜は取得している事業所であること

②常勤専従の相談⽀援専⾨員が、⼀⼈あたり45件〜65（55）件を
担当していること

③横浜市が定める基準⽇において、特定の時期に常勤専従の相談⽀援専⾨員
が担当する対象者のうち相談⽀援専⾨員の所属する事業所と同⼀敷地内
のサービス事業所を主に利⽤している障害者（※１）の割合が
６割以下であること

④事業所の所在する区⾃⽴⽀援協議会相談⽀援部会に事業所として
毎回参加していること （当該区の基幹相談⽀援センターに確認）

⑤区、基幹、⽣活⽀援センターからの紹介を受け、計画相談⽀援を
実施していること（相談⽀援専⾨員⼀⼈１件でも可）
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運営⽀援費 要件 補⾜
③に記載する※について

※１ 主に利⽤している障害者の考え⽅
対象者のサービス等利⽤計画において、主に利⽤するサービス
（※２）が計画相談⽀援を提供する指定特定相談⽀援事業所と
同⼀敷地内である場合、主に利⽤するサービスの提供が⽀給決定
時間（⽇数）の半数を超えていない場合（半数以下）とする
（例）居宅介護事業所の⾝体介護決定時間40時間のうち、

21時間を超えていた場合は対象外 等

※２ 主に利⽤するサービス（限定列挙）
訪問系サービス（居宅介護、同⾏援護、⾏動援護、重度訪問介護）、
⽇中系サービス（⽣活介護、就労移⾏⽀援、⾃⽴訓練（機能訓練）

就労継続⽀援、⾃⽴訓練（⽣活訓練））
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運営⽀援費 イメージ①
現在（29年度） 30年度

の配置状況

＋
常勤専従を１名配置 常勤専従を１名追加

＋
常勤専従を２名配置 常勤専従を１名追加

＋
⾮常勤（0・9以下）を配置 常勤専従を１名追加

運営支援費
対象

追加した人員１名に
対して

900,000円を助成

２名追加であれば
900,000円×２名

対象外



運営⽀援費 イメージ②
現在（29年度） 30年度

の配置状況

＋
常勤専従を１名配置 常勤専従を２名追加

＋
常勤専従を２名配置 常勤専従を１名、兼務１名（0.9以下）追加

＋
（⾮常勤）兼務（0・9以下）を配置 常勤専従を２名追加

運営⽀援費
対象

追加した⼈員１名
に対して

900,000円を助成

兼務は対象外

それぞれ特定事業
所加算の算定が可

能となる

モニタリング頻度をすべて３か⽉に１回で積算した場合（加算等は同⼀）

相談⽀援専⾨員 ⼈件費単価 
※事業所運営にかかる経費 422,000円含
※厚⽣労働省 平成28年度障害福祉サービス等従事者処遇状況調査結果を基に算出

5,187,000
6,414,665

5,152,549円

特定（Ⅳ）体制加算あり 79,800 3,591,000 4,491,000

特定（Ⅲ）体制加算あり 86,376 3,886,920

45⼈

特定（Ⅲ）体制加算あり 86,376 5,614,440

4,786,920

5,289,000

5,650,680

6,087,000

6,514,440

79,800 4,389,000

86,376 4,750,680

特定（Ⅳ）体制加算あり

特定（Ⅲ）体制加算あり

＋

年間報酬額
3,226,005
3,521,925

3,817,845

3,942,895
4,304,575

4,666,255

4,659,785
5,087,225

5,514,665

運営⽀援費

900,000

30年度年間 計
4,126,005
4,421,925

4,717,845

4,842,895
5,204,575

5,566,255

5,559,785
5,987,225

特定なし
特定（Ⅳ）

特定（Ⅲ）

単価（年）
71,689
78,265

84,841

71,689
78,265

84,841

71,689
78,265

84,841
特定（Ⅳ）体制加算あり

55⼈

65⼈ 79,800

体制
特定なし
特定（Ⅳ）

特定（Ⅲ）

担当数

特定なし
特定（Ⅳ）

特定（Ⅲ）

30年度版 ３か⽉に１回で積算



報酬改定を受けて、計画相談⽀援事業の安
定的な事業運営のために必要なこと

１ 常勤専従の相談⽀援専⾨員を最低２名
以上配置し特定事業所加算を取得

２ 30年度中に上記体制を整備し、本市
独⾃の運営⽀援費を獲得（30年度）

３ ⼀定程度の件数を担当

横浜市の実施状況

⽀給決定者数︓約21,300⼈
実施件数 ︓約6,700⼈（31.5％）
指定事業所数︓185事業所
（相談⽀援専⾨員は約330⼈）
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